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第８１号議案説明資料 
令和元年１０月１５日 

件  名 足立区自転車の安全利用に関する条例 

所管部課名 都市建設部交通対策課 駐輪場対策担当課 

内  容 

１ 制定理由 

  足立区で制定されている自転車に関する現在の条例は、主に放置自転車

対策の内容となっている。 

  現在、自転車利用のマナー悪化による事故や事故に対する高額補償の支

払いなどが社会問題となっていることから、自転車利用者の運転マナー及

び交通安全意識を向上させるため、本条例を制定する。 

 

２ 施行期日 

  令和２年１月１日から施行する。 

  ただし、一部の規定は令和２年４月１日から施行する。 

 

３ 条例の概要 

（１）自転車の安全利用について、区、自転車利用者及びその他関係者の果

たすべき責務を明記している。 

  ア 区の責務 

  イ 自転車利用者の責務 

  ウ 学校の責務 

  エ 保護者、同居者等の責務  

（２）特色（自転車利用者の責務） 

ア 自転車損害賠償責任保険への加入義務化 

イ 自転車の傘差し運転、自転車運転中の携帯電話使用等の禁止 

ウ 不用になった自転車を適切に廃棄又は再利用すること 

 

４ 制定内容 

  別紙「条例案」参照 Ｐ２～８ 

 

 
 
 

 

今後の方針  区民や関係団体等に対して条例の周知活動をしていく。 
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   足立区自転車の安全利用に関する条例（案） 

 （目的） 

第１条 この条例は、平坦な地形である足立区（以下「区」という。）に

おいて、環境にやさしく身近な交通手段である自転車の安全利用を促

進し、及び区、自転車を利用する者（以下「自転車利用者」という。）

その他関係者の責務を明らかにすることにより、自転車利用者の運転

マナー及び交通安全意識の向上を図り、もって自転車に関する事故の

防止、自転車の秩序ある利用の推進及び自転車を安全に安心して利用

できる環境の形成に寄与することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

 （１） 自転車 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第２条第

１項第１１号の２に規定する自転車をいう。 

 （２） 区民等 区の区域内（以下「区内」という。）に在住、在勤若

しくは在学する者又は区内を通行する者をいう。 

 （３） 事業者 区内で事業活動を行う法人及び個人をいう。 

 （４） 関係団体 交通安全に関する活動を行う団体並びに区及び警

察その他の関係機関が行う自転車の安全利用に関する施策に協力す

る団体をいう。 

 （５） 自転車小売業者 区内において自転車の販売又は整備を業と

して行う者をいう。 

 （６） 自転車貸付業者 区内において自転車の貸付けを業として行

う者をいう。 

 （７） 学校 区内に所在する学校教育法（昭和２２年法律第２６号）

第１条に規定する学校をいう。 

別 紙 
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 （８） 自動車等 道路交通法第２条第１項第９号に規定する自動車

及び同項第１０号に規定する原動機付自転車をいう。 

 （区の責務） 

第３条 区は、国、都、区市町村、事業者及び関係団体との相互の連携

及び協力の下に、自転車の安全利用を促進するため、施策を総合的に

計画し、その実施に努めなければならない。 

２ 区は、自転車の安全利用の促進について、区民等、自転車利用者及

び事業者の理解と協力を得られるよう広報活動及び啓発活動の実施に

努めなければならない。 

３ 区は、都、区市町村、警察、事業者及び関係団体と連携して行う、

自転車の安全利用の促進を目的とする事業の実施に努めなければなら

ない。 

４ 区は、学校と連携及び協力し、その幼児、児童、生徒及び学生の発

達の段階に応じた道路交通法の遵守及び自転車の安全な利用方法の習

得を目的とする交通安全教育を実施するよう努めなければならない。 

５ 区は、高齢者（６５歳以上の者をいう。以下同じ。）に対し、高齢者

の特性に応じた道路交通法の遵守及び自転車の安全な利用の方法の習

得を目的とする交通安全教育を実施するよう努めなければならない。 

６ 区は、自転車利用者の自転車損害賠償責任保険等（自転車の運行に

よって人の生命又は身体が害された場合における損害賠償を保障する

ことができる保険又は共済をいう。以下同じ。）への加入を促進するた

め、情報の提供その他の必要な措置をとるよう努めなければならない。 

７ 区は、自転車の安全利用を促進するため、歩行者、自転車及び自動

車等が共に安全に通行することができる道路の環境、自転車の駐車に

係る環境その他自転車の利用に係る環境の整備を行うよう努めなけれ

ばならない。 

 （区民等の責務） 

第４条 区民等は、自転車の安全利用について理解を深め、歩行者、自

3



転車及び自動車等が共に道路を安全に通行することができる環境が形

成されるようにそれぞれの立場で努めなければならない。 

２ 区民等は、区及び警察が実施する自転車の安全利用に関する施策に

協力するよう努めなければならない。 

 （自転車利用者の責務） 

第５条 自転車利用者（第１号にあっては未成年者を除く。）は、自転車

が車両（道路交通法第２条第１項第８号に規定する車両をいう。）であ

ることを認識して自転車の安全利用に努め、及び同法その他の自転車

の利用に関する法令及び条例（以下「法令等」という。）の規定を遵守

し、自転車を安全に利用するために、特に次に掲げる事項を守らなけ

ればならない。ただし、第４号から第６号までの事項について、東京

都道路交通規則（昭和４６年東京都公安委員会規則第９号）第８条各

号に特別の定めがある場合は、この限りでない。 

 （１） 自転車損害賠償責任保険等に加入すること。ただし、当該自

転車利用者以外の者により、当該利用に係る自転車損害賠償責任保

険等の加入の措置が講じられているときは、この限りでない。 

 （２） 自転車の盗難を防止するため、盗難防止効果の高い錠前を取

り付け、施錠その他の適切な措置を講じること。 

 （３） その利用する自転車について、自転車の安全利用の促進及び

自転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律（昭和５５年法律第

８７号）第１２条第３項に規定する防犯登録を受けること。 

 （４） 傘を差し、物を担ぎ、物を持つ等視野を妨げ、又は安定を失

うおそれのある方法で、自転車を運転しないこと。 

 （５） 自転車を運転するときは、携帯電話用装置を手で保持して通

話し、又は画像表示用装置に表示された画像を注視しないこと。 

 （６） 高音でカーラジオ等を聞き、又はイヤホーン等を使用してラ

ジオを聞く等安全な運転に必要な交通に関する音又は声が聞こえな

いような状態で自転車を運転しないこと。ただし、難聴者が補聴器
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を使用する場合又は公共目的を遂行する者が当該目的のための指令

を受信する場合にイヤホーン等を使用するときは、この限りでない。 

２ 自転車利用者は、前項に定めるもののほか、次に掲げる事項に努め

なければならない。 

 （１） 歩行者の通行の頻繁な商店街、駅前広場等の区域内を通行す

るときは、歩行者の通行を優先し、徐行すること。この場合におい

て、歩行者の歩行を妨げるおそれがあるときは、一時停止又は自転

車の押歩きをすること。 

 （２） 不用になった自転車を適切に廃棄又は再利用すること。 

 （３） ひったくり等の犯罪を防止するため、ひったくり防止カバー

その他の用具を活用すること。 

 （４） 自転車乗車用ヘルメットを着用すること。 

 （５） 利用する自転車について、定期的に点検し、必要な整備をす

ること。 

 （関係団体の責務） 

第６条 関係団体は、自転車利用者に対し、自転車の安全利用に関する

意識を啓発するよう努めなければならない。 

２ 関係団体は、区及び警察が実施する自転車の安全利用に関する施策

に協力するよう努めなければならない。 

 （自転車小売業者の責務） 

第７条 自転車小売業者は、事業活動を通じ、自転車利用者及び自転車

を購入しようとする者に対し、自転車の安全利用、防犯登録の勧奨、

点検整備及び自転車損害賠償責任保険等について、情報を提供するよ

う努めなければならない。 

２ 自転車小売業者は、盗難防止効果の高い錠前、ひったくり防止カバ

ーその他の用具の普及に努めなければならない。 

３ 自転車小売業者は、自転車に関する事故を防止するため、前照灯及

び反射器材又は尾灯を装備した自転車を販売するよう努めなければな
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らない。 

 （自転車貸付業者の責務） 

第８条 自転車貸付業者は、自転車を借り受けようとする者に対し、自

転車損害賠償責任保険等を付した自転車を貸し付けなければならない。 

２ 自転車貸付業者は、事業活動を通じ、自転車利用者に対し、自転車

の安全利用について適切な助言をするよう努めなければならない。 

 （事業者の責務） 

第９条 事業者は、その事業の用に供する自転車の利用に係る自転車損

害賠償責任保険等に加入しなければならない。ただし、当該事業者以

外の者により、当該自転車の利用に係る自転車損害賠償責任保険等の

加入の措置が講じられているときは、この限りでない。 

２ 事業者は、法令等の遵守、自転車の安全利用及び盗難の防止を図る

ため、その従業員に対し、情報の提供その他の必要な措置を講じるよ

う努めなければならない。 

３ 事業者は、区及び警察が実施する自転車の安全利用に関する施策に

協力するよう努めなければならない。 

４ 事業者は、その事業活動を行う施設において自転車の駐車需要を生

じさせる場合は、当該施設の利用者のために必要な自転車駐車場の確

保、自転車駐車場の利用の啓発、近隣自転車駐車場への誘導その他の

必要な措置を講じるよう努めなければならない。 

 （学校の責務） 

第１０条 学校は、その幼児、児童、生徒及び学生に対し、発達段階に

応じた自転車の安全利用及び盗難の防止に関する教育、啓発及び指導

を行うよう努めなければならない。 

２ 学校は、その幼児、児童、生徒及び学生を保護する責任のある者に

対し、自転車の安全利用に関する意識を啓発するよう努めなければな

らない。 

３ 学校は、区及び警察が実施する自転車の安全利用に関する施策に協
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力するよう努めなければならない。 

 （保護者、同居者等の責務） 

第１１条 未成年者を監護する保護者（以下「保護者」という。）は、そ

の保護する未成年者の自転車の利用に係る自転車損害賠償責任保険等

に加入しなければならない。ただし、当該保護者以外の者により、当

該自転車の利用に係る自転車損害賠償責任保険等の加入の措置が講じ

られているときは、この限りでない。 

２ 保護者は、その保護する未成年者に対し、自転車の安全利用及び盗

難の防止に関する指導を行うよう努めなければならない。 

３ 保護者は、自転車の安全利用において、その保護する未成年者の模

範となるよう努めなければならない。 

４ 保護者は、その保護する未成年者の利用する自転車について、定期

的に点検し、必要な整備をするよう努めなければならない。 

５ 保護者は、その保護する未成年者を自転車に乗車させるとき又は当

該未成年者が自転車を利用するときは、当該未成年者に対し、自転車

乗車用ヘルメットを着用させる等安全対策に努めなければならない。 

６ 高齢者の親族又は高齢者と同居する者は、当該高齢者に対し、自転

車乗車用ヘルメットの着用並びに自転車の安全利用及び盗難の防止に

ついて必要な助言をするよう努めなければならない。 

 （自動車等運転者の責務） 

第１２条 自動車等を運転する者は、車道を通行する自転車の安全に十

分配慮して自動車等を運転するよう努めなければならない。 

 （委任） 

第１３条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要

な事項は、規則で定める。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年１月１日から施行する。ただし、第５条第１
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項第１号、第８条第１項、第９条第１項及び第１１条第１項の規定は、

同年４月１日から施行する。 

 （足立区自転車等の駐車秩序及び自転車等駐車場の整備に関する条例

の一部改正） 

２ 足立区自転車等の駐車秩序及び自転車等駐車場の整備に関する条例

（昭和５８年足立区条例第３号）の一部を次のように改正する。 

  第４条中「安全利用の促進及び」を削る。 

  第６条を次のように改める。 

 第６条 削除 

  第７条第１項及び第２項を削り、同条第３項を同条とする。 
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第８２号議案説明資料 

令和元年１０月１５日 

件   名 
足立区神明三丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条

例の一部を改正する条例 

所管部課名 建築室建築調整課 

内   容 

１ 改正理由 

令和元年６月２５日に建築基準法の一部改正が施行されたことに伴

い、東京都市計画地区計画神明三丁目地区地区計画（令和元年６月 

２５日足立区告示第２８９号）が都市計画変更されたため「足立区神

明三丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例」

の一部を改正する。 

２ 改正概要 

（１）建蔽率規制の改正 

今回の建築基準法第５３条第３項の改正は、建築物の建替え等の促進

により、市街地の安全性の向上を図るために行われた（下表参照）。 

この改正により、建蔽率規制の合理化の措置が講じられ、準防火地域

内にも緩和対象が拡大したため、建蔽率の規制について改正する。 

建蔽率１０％緩和対象範囲表 

＊延焼防止性能について同等の 

安全性を有するものを含む 

（２）文言の整理 

条例の本文中にある「へい」を「塀」に、「ブロツク造」を「ブロッ

ク造」に改める。 

３ 改正内容 

  別紙「新旧対照表」参照 Ｐ１０～１１ 

４ 施行年月日 

公布の日から施行する。 

構造 

地域 

耐火 

建築物 

準耐火 

建築物 

 

 

構造 

地域 

耐火 

建築物* 

準耐火 

建築物* 

防火地域 
現行の 

対象 

 
防火地域 従前の 

対象 
 

準防火 

地域 

   準防火 

地域 
対象の拡大 

今後の方針 条例の内容を区民及び関係事業者等に周知し、的確な指導に努めていく。 

 

改正 
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足立区神明三丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

 改正前 改正後 

○足立区神明三丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関す

る条例 

○足立区神明三丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関す

る条例 

昭和62年３月23日条例第18号 昭和62年３月23日条例第18号

  

第１条～第２条の２ （省略） 第１条～第２条の２ （現行のとおり） 

  

（建築物の建蔽率の最高限度） （建築物の建蔽率の最高限度） 

第３条 

１ （省略） 

第３条  

１ （現行のとおり） 

２ 前項の規定にかかわらず、街区の角にある敷地又はこれに準ずる敷地で

法第53条第３項第２号の規定により特定行政庁が指定するものの内にある

建築物の建蔽率は、10分の６以下でなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４条～第６条 （省略） 

 

（垣又は柵の構造制限） 

第７条 建築物に付属するへいで道路に面する部分の構造は、当該道路面よ

り60センチメートルを超える高さの部分について、コンクリートブロツク

造、補強コンクリートブロツク造、鉄筋コンクリート造、石造、レンガ造

２ 前項の規定にかかわらず、第１号又は第２号のいずれかに該当する建築

物の建蔽率は10分の６以下、第１号及び第２号に該当する建築物の建蔽率

は、10分の７以下としなければならない。 

（１）防火地域内にあるアに該当する建築物又は準防火地域内にあるア若

しくはイのいずれかに該当する建築物 

ア 耐火建築物又はこれと同等以上の延焼防止性能（法第53条第3項第

1号イの延焼防止性能をいう。イにおいて同じ。）を有するものとし

て同号イの政令で定める建築物 

イ 準耐火建築物又はこれと同等以上の延焼防止性能を有するものとし

て法第53条第３項第１号ロの政令で定める建築物 

 （２）街区の角にある敷地又はこれに準ずる敷地で法第53条第３項第２号

の規定により特定行政庁が指定するものの内にある建築物 

 

第４条～第６条 （現行のとおり） 

 

（垣又は柵の構造制限） 

第７条 建築物に付属する塀で道路に面する部分の構造は、当該道路面より

60センチメートルを超える高さの部分について、コンクリートブロック造、

補強コンクリートブロック造、鉄筋コンクリート造、石造、レンガ造又は

別紙 
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 改正前 改正後 

又はその他これらに類する構造としてはならない。 その他これらに類する構造としてはならない。 

  

第８条～第14条 （省略） 第８条～第14条 （現行のとおり） 

  

 付 則（令和〇年〇月〇日条例第〇号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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第８３号議案説明資料 

令和元年１０月１５日 

件   名 
足立区高野地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一

部を改正する条例 

所管部課名 建築室建築調整課 

内   容 

１ 改正理由 

令和元年６月２５日に建築基準法の一部改正が施行されたことに伴

い、東京都市計画地区計画高野地区地区計画（令和元年６月２５日足

立区告示第２９０号）が都市計画変更されたため、「足立区高野地区

地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例」の一部を改正

する。 

２ 改正概要 

（１）建蔽率規制の改正 

今回の建築基準法第５３条第３項の改正は、建築物の建替え等の促進

により、市街地の安全性の向上を図るために行われた（下表参照）。 

この改正により、建蔽率規制の合理化の措置が講じられ、準防火地域

内にも緩和対象が拡大したため、仮換地指定後の建蔽率の規制について

改正する。 

建蔽率１０％緩和対象範囲表 

＊延焼防止性能について同等の 

安全性を有するものを含む 

３ 改正内容 

  別紙「新旧対照表」参照 Ｐ１３～１４ 

４ 施行年月日 

公布の日から施行する。 

 

構造 

地域 

耐火 

建築物 

準耐火 

建築物 

 

 

構造 

地域 

耐火 

建築物* 

準耐火 

建築物* 

防火地域 
現行の 

対象 

 
防火地域 従前の 

対象 
 

準防火 

地域 

   準防火 

地域 
対象の拡大 

今後の方針 条例の内容を区民及び関係事業者等に周知し、的確な指導に努めていく。 

 

改正 
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足立区高野地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

 改正前 改正後 

○足立区高野地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例 ○足立区高野地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例 

平成６年12月26日条例第55号 平成６年12月26日条例第55号

 

第１条～４条 （省略） 

 

 （建築物の建蔽率の最高限度） 

第５条 建築物の建蔽率（建築面積の敷地面積に対する割合をいう。以下同

じ。）は、別表の地区の細区分に応じ、それぞれ同表ウ欄に掲げる数値以

下でなければならない。 

 

第１条～４条 （現行のとおり） 

 

 （建築物の建蔽率の最高限度） 

第５条 建築物の建蔽率（建築面積の敷地面積に対する割合をいう。以下同

じ。）は、別表の地区の細区分に応じ、それぞれ同表ウ欄に掲げる数値以

下でなければならない。ただし、土地区画整理事業における仮換地指定後、

当該敷地に接する道路が法による道路となった場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定の適用について、第１号又は第２号のいずれかに該当する建

築物にあっては、別表ウ欄に掲げる数値に10分の１を加えたものをもって、

それぞれ同表ウ欄に掲げる数値とし、第１号及び第２号に該当する建築物

にあっては、同表ウ欄に掲げる数値に10分の２を加えたものをもって、そ

れぞれ同表ウ欄に掲げる数値とする。 

（１） 近隣商業地域外で、かつ、防火地域内にある耐火建築物 

（２） 街区の角にある敷地又はこれに準ずる敷地で法第53条第３項第２

号の規定により特定行政庁が指定するものの内にある建築物 

 （削除） 

 

３ 前２項の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物については、適

用しない。 

（１） 近隣商業地域内で、かつ、防火地域内にある耐火建築物 

（２） 巡査派出所、公衆便所、公共用歩廊その他これに類するもの 

（３） 公園・広場・道路・川その他これらに類するものの内にある建築

物で安全上、防火上及び衛生上支障がないもの 

 （削除） 

 

第６条～第15条 （省略） 

 

第６条～第15条 （現行のとおり） 

別紙 
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付 則（令和〇年〇月〇日条例第〇号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
 

別表 別表 

 

地 区 の

細区分 

ア イ ウ   

地 区 の

細区分 

ア イ ウ  

 

建築物等の用途

の制限 

建築物の容積率の最高限度 

建築物の建蔽

率の最高限度 

  

建築物等の用途

の制限 

建築物の容積率の最高限度 

建築物の建蔽

率の最高限度 

 

 １ ２   １ ２  

 
公共施設の整

備の状況に応

じた容積率の

最高限度（暫定

容積率） 

当該地区整備

計画の区域の

特性に応じた

容積率の最高

限度（目標容積

率） 

  
公共施設の整

備の状況に応

じた容積率の

最高限度（暫定

容積率） 

当該地区整備

計画の区域の

特性に応じた

容積率の最高

限度（目標容積

率） 

 

 商 業 地

区―１ 

（省略）   10分の６   商 業 地

区―１ 

（現行のとお

り） 

  10分の６ 

 

 

   ただし、土地

区画整理事業

における仮換

地指定後、当該

敷地が接する

道路が建築基

準法による道

路となった場

合は10分の８

とする。 

     

 商 業 地

区―２ 

（省略） （省略）   商 業 地

区―２ 

（現行のとお

り） 

（現行のとお

り） 

 

 沿 道 地

区 

     沿 道 地

区 

   

 住 宅 地

区―１ 

（省略） （省略）    住 宅 地

区―１ 

（現行のとお

り） 

（現行のとお

り） 

  

 住 宅 地

区―２ 

 （省略） （省略）    住 宅 地

区―２ 

 （現行のとお

り） 

（現行のとお

り） 
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第８４号議案説明資料 

令和元年１０月１５日 

件   名 
足立区花畑北部地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例

の一部を改正する条例 

所管部課名 建築室建築調整課 

内   容 

１ 改正理由 

令和元年６月２５日に建築基準法の一部改正が施行されたことに伴

い、東京都市計画地区計画花畑北部地区地区計画（令和元年６月２５

日足立区告示第２９１号）が都市計画変更されたため、「足立区花畑

北部地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例」の一

部を改正する。 

 

２ 改正概要 

（１）建蔽率規制の改正 

今回の建築基準法第５３条第３項の改正は、建築物の建替え等の促進

により、市街地の安全性の向上を図るために行われた（下表参照）。 

この改正により、建蔽率規制の合理化の措置が講じられ、準防火地域

内にも緩和対象が拡大したため、仮換地指定後の建蔽率の規制について

改正する。 

建蔽率１０％緩和対象範囲表 

＊延焼防止性能について同等の 

安全性を有するものを含む 

３ 改正内容 

  別紙「新旧対照表」参照 Ｐ１６～１８ 

 

４ 施行年月日 

公布の日から施行する。 

 
 
 

構造 

地域 

耐火 

建築物 

準耐火 

建築物 

 

 

構造 

地域 

耐火 

建築物* 

準耐火 

建築物* 

防火地域 
現行の 

対象 

 
防火地域 従前の 

対象 
 

準防火 

地域 

   準防火 

地域 
対象の拡大 

今後の方針 条例の内容を区民及び関係事業者等に周知し、的確な指導に努めていく。 

 

改正 
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足立区花畑北部地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

 改正前 改正後 

○足立区花畑北部地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する

条例 

○足立区花畑北部地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する

条例 

平成８年12月24日条例第46号 平成８年12月24日条例第46号

 

第１条～第４条 （省略） 

 

第１条～第４条 （現行のとおり） 

 

 （建築物の建蔽率の最高限度） 

第５条 建築物の建蔽率（建築面積の敷地面積に対する割合をいう。以下同

じ。）は、別表の地区の区分に応じ、同表ウ欄に掲げる数値以下でなけれ

ばならない。 

 

（建築物の建蔽率の最高限度） 

第５条 建築物の建蔽率（建築面積の敷地面積に対する割合をいう。以下同

じ。）は、別表の地区の区分に応じ、同表ウ欄に掲げる数値以下でなけれ

ばならない。ただし、土地区画整理事業における仮換地指定後、当該敷地

に接する道路が法による道路となった場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定の適用について、第１号又は第２号のいずれかに該当する建

築物にあっては、別表ウ欄に掲げる数値に10分の１を加えたものをもって、

それぞれ同表ウ欄に掲げる数値とし、第１号及び第２号に該当する建築物

にあっては、同表ウ欄に掲げる数値に10分の２を加えたものをもって、そ

れぞれ同表ウ欄に掲げる数値とする。 

 （削除） 

（１） 防火地域内にある耐火建築物  

（２） 街区の角にある敷地又はこれに準ずる敷地で法第53条第３項第２

号の規定により特定行政庁が指定するものの内にある建築物 

 

３ 前２項の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物については、適

用しない。 

（１） 巡査派出所、公衆便所、公共用歩廊その他これに類するもの 

（２） 公園・広場・道路・川その他これらに類するものの内にある建築

物で安全上、防火上及び衛生上支障がないもの 

 （削除） 

 

第６条～第14条 （省略） 

 

第６条～第14条 （現行のとおり） 

別紙 
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 改正前 改正後 

 

付 則（令和〇年〇月〇日条例第〇号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 
 

別表 別表 

 

地 区 の

区分 

ア イ ウ   

地 区 の

区分 

ア イ ウ  

 

建築物等の用途

の制限 

建築物の容積率の最高限度 

建築物の建蔽

率の最高限度 

  

建築物等の用途

の制限 

建築物の容積率の最高限度 

建築物の建蔽

率の最高限度 

 

 １ ２   １ ２  

 
公共施設の整

備の状況に応

じた容積率の

最高限度（暫定

容積率） 

当該地区整備

計画の区域の

特性に応じた

容積率の最高

限度（目標容積

率） 

  
公共施設の整

備の状況に応

じた容積率の

最高限度（暫定

容積率） 

当該地区整備

計画の区域の

特性に応じた

容積率の最高

限度（目標容積

率） 

 

 住 商 共

存地区 

（省略） （省略） （省略） 10分の６   住 商 共

存地区 

（現行のとお

り） 

（現行のとお

り） 

（現行のとお

り） 

10分の６  

   ただし、土地

区画整理事業

における仮換

地指定後、当該

敷地が接する

道路が建築基

準法による道

路となった場

合は10分の８

とする。 

      

 住 工 共

存地区 

（省略）      住 工 共

存地区 

（現行のとお

り） 
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 改正前 改正後 

 沿 道 地

区―１ 

（省略） （省略） （省略） 10分の３   沿 道 地

区―１ 

（現行のとお

り） 

（現行のとお

り） 

（現行のとお

り） 

10分の３  

   ただし、土地

区画整理事業

における仮換

地指定後、当該

敷地が接する

道路が建築基

準法による道

路となった場

合は10分の６

とする。 

      

  （省略）    （現行のとお

り） 
 

        

 沿 道 地

区―２ 

（省略）  （省略）    沿 道 地

区―２ 

（現行のとお

り） 

 （現行のとお

り） 
  

          

  （省略）     （現行のとお

り） 
  

          

 住 宅 地

区 

  （省略）    住 宅 地

区 

  （現行のとお

り） 

  

備考 この表のイ欄に掲げる区域は、それぞれ地区計画計画図２に表示す

るところによる。 

備考 この表のイ欄に掲げる区域は、それぞれ地区計画計画図２に表示す

るところによる。 
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第８５号議案説明資料 

令和元年１０月１５日 

件   名 
足立区に係る防災街区整備地区計画の区域内における建築物の制限に関す

る条例の一部を改正する条例 

所管部課名 建築室建築調整課 

内   容 

１ 改正理由 

東京都市計画防災街区整備地区計画千住西地区防災街区整備地区計画が

都市計画決定（令和元年７月２６日足立区告示第３３４号）されたため、

「足立区に係る防災街区整備地区計画の区域内における建築物の制限に関

する条例」の一部を改正する。 

 

２ 改正概要 

従来の適用区域に「千住西地区」を追加する。次に掲げる規定により条

例を構成する。 

（１）建築物の敷地、構造及び用途に関する制限（第３条及び第６条から第

１１条） 

ア 建築物の用途の制限 

イ 建築物の敷地面積の最低限度 

ウ 壁面の位置の制限 

エ 建築物の高さの最低限度 

オ 間口率の最低限度 

カ 建築物の構造に関する防火上の制限 

キ 垣又は柵の構造制限 

（２）制限の緩和、特例及びその他（第１２条から第２１条） 

 

３ 改正内容 

別紙１「千住西地区位置図」及び別紙２「新旧対照表」参照  

Ｐ２０～２２ 

 

４ 施行年月日 

公布の日から施行する。 

 

 

今後の方針 条例の内容を区民及び関係事業者等に周知し、的確な指導に努めていく。 
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足立区に係る防災街区整備地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

 改正前 改正後 

○足立区に係る防災街区整備地区計画の区域内における建築物の制限に

関する条例 

○足立区に係る防災街区整備地区計画の区域内における建築物の制限に

関する条例 

平成17年10月24日条例第59号 平成17年10月24日条例第59号

  

第１条～第５条 （省略） 

 
第１条～第５条 （現行のとおり） 

 

（建築物の敷地面積の最低限度） （建築物の敷地面積の最低限度） 

第６条 適用区域内においては、建築物の敷地面積は、次の各号に掲げる区

分に従い、当該各号に定める数値以上でなければならない。ただし、足立

区細街路整備条例（平成24年足立区条例第61号）に基づき指定された路線

の拡幅又は築造により敷地面積が当該数値未満となる場合は、この限りで

ない。 

第６条 適用区域内においては、建築物の敷地面積は、次の各号に掲げる区

分に従い、当該各号に定める数値以上でなければならない。ただし、足立

区細街路整備条例（平成24年足立区条例第61号）に基づき指定された路線

の拡幅又は築造により敷地面積が当該数値未満となる場合は、この限りで

ない。 

(１) 別表第１第１項、第３項及び第４項に掲げる適用区域 83.0平方メ

ートル 

(１) 別表第１第１項及び第３項から第５項までに掲げる適用区域 83.0

平方メートル 

(２) （省略） (２) （現行のとおり） 

２～５ （省略） 

 

２～５ （現行のとおり） 

 

（壁面の位置の制限） （壁面の位置の制限） 

第７条 適用区域内においては、建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から

道路境界線又は道路中心線までの距離の最低限度（以下「外壁の後退距離」

という。）は、次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定める数値とす

る。 

第７条 適用区域内においては、建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から

道路境界線又は道路中心線までの距離の最低限度（以下「外壁の後退距離」

という。）は、次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定める数値とす

る。 

(１)～（４） （省略） (１) ～（４） （現行のとおり） 

 (５) 別表第１第５項に掲げる適用区域 当該計画図３に掲げる壁面の位

置の制限の数値 

２ 前項の規定は、外壁の後退距離の限度に満たない距離にある建築物又は２ 前項第１号から第４号までの規定は、外壁の後退距離の限度に満たない

別紙２ 
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 改正前 改正後 

建築物の部分が次の各号のいずれかに該当する場合においては、適用しな

い。 

距離にある建築物又は建築物の部分が次の各号のいずれかに該当する場合

においては、適用しない。 

(１)～（５） （省略） 

 

(１) ～（５） （現行のとおり） 

 

第７条の２～第21条 （省略） 

 

第７条の２～第21条 （現行のとおり） 

 

 付 則（令和〇年○月○日条例第○号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

別表第１（第２条、第６条、第７条関係） 別表第１（第２条、第６条、第７条関係） 

 項 防災街区整備地区計画   項 防災街区整備地区計画  

 １ （省略）   １ （現行のとおり）  

 ２ （省略）   ２ （現行のとおり）  

 ３ （省略）   ３ （現行のとおり）  

 ４ （省略）   ４ （現行のとおり）  

     ５ 東京都市計画防災街区整備地区計画千住西地区防災街区整備

地区計画（令和元年７月２６日足立区告示第３３４号） 

 

別表第２～別表第５ （省略） 別表第２～別表第５ （現行のとおり） 
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第８６号議案説明資料 
令和元年１０月１５日 

件  名 足立区総合交通計画改定協議会設置条例を廃止する条例 

所管部課名 都市建設部交通対策課 

内  容 

１ 廃止理由 

  平成２９年１１月１３日に区長から足立区総合交通計画改定協議会に諮 

問した足立区総合交通計画の改定について、平成３１年４月２４日に答申 

が出された。 

 ついては、足立区総合交通計画改定協議会設置条例第１条に基づく協議 

会の設置目的が達成されたため、同条例を廃止する。 

 

２ 施行期日 

  公布の日から施行する。 

 

３ 廃止内容 

  別紙１「条例案」参照 Ｐ２４ 

 

４ その他 

  足立区総合交通計画の進行管理を着実に推進していくため、「（仮称） 

足立区総合交通計画推進会議」を新たに設置する 

（別紙２参照 Ｐ２５）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

今後の方針  足立区総合交通計画の策定を令和元年１１月（予定）に行う。 
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                                   別紙１ 
 

   足立区総合交通計画改定協議会設置条例を廃止する条例（案） 
  
足立区総合交通計画改定協議会設置条例（平成２９年足立区条例第３２号）は、

廃止する。 
 
 
   付 則 
（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 
 
（足立区附属機関の構成員の報酬および費用弁償に関する条例の一部改正）

２ 足立区附属機関の構成員の報酬および費用弁償に関する条例（昭和３９年

 足立区条例第１７号）の一部を次のように改正する。 
 別表区長の部足立区総合交通計画改定協議会の項を削る。 
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別紙２ 

■足立区総合交通計画の進行管理 

 

  足立区総合交通計画を推進していくために、実施事業別に定めている事業指標の達成

状況を毎年確認し、課題があれば解決策を検討していく。 

 
 

１ 進行管理の進め方 

（１）事業の評価、見直し 

   進行管理組織（図１）を新たに立ち上げる。進行管理組織では、各事業の進捗状況  

  を確認し、事業の停滞があれば課題を整理し解決策を導く(Ｃheck）。必要に応じて事 

業の見直し（Ａction）を行う。調査、審議結果は、公表していく。 

 

【図１ 総合交通計画の進行管理組織】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）事業の進捗確認 

  計画書に記載した事業指標（図２）に基づき、具体の取組み内容と各年の目標が達 

成できたか等を全２３事業について確認する。 

 

【図２ 交通不便地域のバス路線導入事業指標（一例）】 

事 業 名：交通不便地域のバス路線導入 

事業概要：交通不便地域の解消を目的として、バス交通に対するニーズが高い地域においては、地 

域やバス事業者と連携し、バス交通導入を目指していきます。  

実施

機関 
取組内容 

目標 

令和元 

年度 

令和２ 

年度 

令和３

年度 

令和４

年度 

令和５

年度 

令和６

年以降 

区 
バスの検証運行実績等を元に、

本格運行を実施 

運行 

計画の

検討 

運行 

計画の

作成 

検証 

運行 

運行後

の検証 

本格 

運行 

その他

地区で

の検討

着手 

（仮称）足立区総合交通計画推進会議 

【協議事項】 

１）計画の進行管理に関する事項 

２）計画に関する調査・研究に関する事項 

３）その他、公共交通の維持・向上に関する事項 等 

【構成員】 

学識経験者、国及び都職員、区民または利用者の代表、交通事業者、道路管理 

者、交通管理者 等 

【進め方等】 

 交通事業者で構成する部会を設置し、実施事業の進捗管理等、具体の検討を年

度前半に開催。その検討成果を本会議で審議する。 

事務局：交通対策課 
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第８７号議案説明資料 

令和元年１０月１５日 

件   名 特別区道路線の認定について 

所管部課名 道路整備室道路管理課 

内   容 

１ 概要 

所  在 花畑六丁目地内 

幅  員    ４.５０ ｍ 

延  長 ５５.９６ ｍ 

面  積 ２６０.９９ ㎡ 

 

２ 提案理由 

この路線は、都市計画法に基づく開発行為により新設された道路であ

る。今回、特別区道路線の認定要件が成立したので、この案を提出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       凡 例        新認定特別区道路線 

 

 

 
   

今後の方針 
 

花畑六丁目地内略図 
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第８８号議案説明資料 

令和元年１０月１５日 

件   名 特別区道路線の廃止について  

所管部課名 道路整備室道路管理課 

内   容 

１ 概要 

所  在 花畑五丁目地内 

 幅  員 ４.８２～５.８０ｍ 

(１) 延  長 ２６８.４７ｍ 

 面  積 １，４３２.５１㎡ 

 幅  員  ８.０３ｍ 

(２) 延  長 １４.３３ｍ 

 面  積 １２４.５６㎡ 

 

２ 提案理由 

この路線は、毛長川沿いに位置する道路であり、一部区間が親水拠点

や毛長公園の園路として改修される計画である。当該路線の廃止の必要

を認めるので、この案を提出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       凡 例        廃止する特別区道路線 

 

 

今後の方針 
 

 

花畑五丁目地内略図 
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